
Ⅰ．はじめに

　筆者らは再造林放棄地（以後，放棄地と呼ぶ）の植生再生と表

層土壌の化学性の関係について調査を行っている。これまでに霧

島山系に近い都城市内にネザサが侵入している放棄地を数カ所確

認している。一般に各種ササはササ類として取り扱われており，

ササが密生すると他の植物の侵入が抑制され種構成が単純化

（7）したり，旺盛な繁殖力と強い適応性をもっているため，森

林を伐採するとその生長が盛んになり，森林の更新をさまたげて

いるとされる（2）。一方，ササは高密度に叢生することや現存

量が大きいことなどから，地表保護の効果があること（9）やバ

イオマス資源としても期待されている（3）。

　ネザサは温帯性ササ類に分類され，中部以西の各地に広く分布

し（8），萌芽性があり，その再生力は旺盛であるとされている

（5）。しかしながら，ネザサの成立が森林土壌に及ぼす影響に関

する調査例はみられない。そこで，本研究では，ネザサの侵入の

有無が放棄地の表層土壌の化学性にどのような影響を及ぼすかを

明らかにするため，２００６年１０月にスギを伐採して６年経過したネ

ザサが侵入した放棄地を対象に堆積有機物，pH，交換性塩基につ

いて調査したので，その概要について報告する。

Ⅱ．調査地の概要と調査方法

　本調査地は都城市夏尾町の民有林（N３１°５２′９″，E１３０°

５８′３３″）で，２０００年に４８年生スギが伐採され，そのまま放置さ

れた林分で標高は３８０mである（図－１）。ネザサの侵入時期につ

いては調査を行っていないが，隣接するスギ林内に散見されるこ

とから，本調査地でも伐採前の林床にあり，伐採後、急速に繁茂

したと考えられた。ネザサが優占する箇所及びほとんどネザサが

侵入していない箇所に，それぞれ１箇所ずつ１０m×１０mの方形区

を設けた（以後，ネザサ区，対照区と呼ぶ）。なお，両調査区は

左右に接している。さらに，隣接するスギ４８年生林分内に１５m×

１０mの調査区（以後，スギ林区と呼ぶ）を設け，林分調査を行っ

た。それぞれの調査区内の直径２ cm以上の上層木について樹高，

胸高直径を測定し，下層植生については種名を調査した。各区の

概況は表－１のとおりであった。

　各調査区の上層木の状況を表－２に示した。樹種構成をみると

ネザサ区ではカラスザンショウ，ヌルデ等の先駆性樹種が本数割

合で９１．６％，同様に対照区では，カラスザンショウ，ヌルデ，イ

ヌザンショウ，アカメガシワが９４．１％を占め，下層にはススキ等

の草本がみられた。両調査区とも常緑広葉樹の侵入は少なく，遷

移初期の段階と考えられた。ネザサ区内のネザサの桿高は０．４～

１．８ｍで，その桿密度は３２０～４３２本／m２（平均３５４本／m２）であった。

　堆積有機物量の調査は各調査区それぞれ５箇所について，

２５cm×２５cmの枠内のものを採取し，持ち帰り，０～２mm，２～

５mm，５mm以上の３つに篩別し，それぞれの乾重を求めた。

土壌の採取は有機物を採取した同じ箇所で，表層から０～５ cm，

５～１０cm，１０～１５cm部位の土壌を採取し，風乾後，pH（H２O）は
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表－１．調査区の概況

土壌型
傾斜度
（°）

方位
標高
（m）

調査区

BlD２２NE３８０ネザサ区

BlD２２NE３８０対 照 区

BlD２４NE３８０スギ林区

図－１．調査区の位置



ガラス電極法，交換性カルシウム，マグネシウム及びカリウムに

ついては原子吸光法（1）で測定した。

Ⅲ．結果と考察

　１m２当たりの堆積有機物量はネザサ区で１２４６±５０８g，対照区

で４０６±７０g，スギ林区で１２０８±４１３gとなり，ネザサ区が最も多

く，対照区の３．１倍となった（図－２）。粒径別にみると，ネザサ

区と対照区とはほぼ同様な組成を示した。２mm以上の有機物の

構成は，対照区では上層木の落葉落枝の割合が高く，スギ枝条は

みられなかった。一方，ネザサ区ではスギ枝条がほとんどを占め

た。有機物分解速度は温度，水分及び地形が密接に関係するとさ

れる（7）。ここでは，これらの要因について調査は行っていな

いが，ネザサが高密度に成立し，林床には光が届かず植生がみら

れないこと，また，土壌調査で土壌表層は乾いた状態であったこ

となどから，スギ枝条の分解が遅れたとも考えられるが，その原

因については明らかではなかった。

　土壌 pHはネザサ区，対照区及びスギ林区でそれぞれ５．７～

５．８，５．７～５．８，５．６～５．７と放棄地区がスギ林区よりやや高い傾

向がみられるものの，各調査区間に有意な差は認められなかった

（図－３）。

　交換性Ca含量の平均値はネザサ区，対照区及びスギ林区で，

それぞれ６．１～１４．９，３．８～７．４，５．０～１７．４meq ／１００gとなり，ネ

ザサ区は対照区に比べすべての部位で２倍の含量を，さらに，０

～５ cm部位を除いてスギ林区より高い値を示した（図－４）。

交換性Mg含量ではそれぞれ０．８１～１．９０，０．５３～０．９６，０．４４～

１．１７meq ／１００gで，Ca 同様に対照区の約２倍の値を示し，スギ林

区より高かった（図－５）。交換性K含量ではそれぞれ０．２２～

０．３５，０．１６～０．２３，０．１８～０．２２meq ／１００gとネザサ区の含量が高

く，対照区の０～５ cm部位とネザサ区の１０～１５cm部位とほぼ

同含量であった（図－６）。

　ネザサ区はスギ林区に比べ，Ca含量の若干の低下はみられるも

のの，Mg及びK含量は増加していた。これは，堆積有機物の分

解による塩基の集積によるものか，あるいはネザサの侵入による

表層土壌の塩基の動態に変化がおきたためかとも考えられるが．

今後，この原因については検討が必要である。ただ，高松ら

（6）はミヤコザサなど数種のササについて調査し，ササ群落の

表層土壌はササの侵入がないものに比べ，塩基性イオンを豊富に

保持しており，その原因をササは塩基を土壌表層下部（３０cm）

から土壌表面に汲み上げる循環ポンプのように働き，塩基性陽イ

オンが表層土壌から溶脱するのを防いでいるためと報告している。

本試験でもネザサ区の塩基含量は対照区に比べ，Ca，Ｍｇ及びｋ

含量がそれぞれ，１．６１～２．０２，１．６０～１．９８，１．３８～１．５２倍と高

かったことから，ネザサについても同様な機能を有する可能性が

高いとも考えられた。
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表－２．林分の状況

立木本数
（本 /ha）

平均ＤＢＨ
（cm）

平均H
（m）

調査区

１７００７．３±２．４７．１±１．２ネザサ区

４８００５．５±２．１６．１±１．３対 照 区

８００３５．６±６．９２３．８±１．３スギ林区

図－２．調査区の粒径別堆積有機物量

図－３．調査区の部位別 pH

図－４．調査区の部位別Ca含量

図－５．調査区の部位別Mg含量



　このように，ネザサ区の表層土壌の交換性Ca，Mg及びK含量

が高いことが認められた。ただ，交換性塩基含量が少ない対照区

の pH値がネザサ区と同様な値を示した原因については明らかで

はなかった。

　今回調査した放棄地では木本，草本類の多い箇所にはネザサの

侵入が少ない傾向がみられ，これらの植生の侵入の程度によって

ネザサの増殖に影響すると思われた。ネザサが高密度に成立する

と，その林床には植生が認められないことから，自然植生へ移行

させるためには，密度の管理等が必要と考えられる。また，ネザ

サの桿の寿命は３～４年とされている（2）が，放置された場合，

萌芽や再生がどのように変化するのか，さらに他の植物生態系や

土壌の化学性へ及ぼす影響について調査する予定である。
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図－６．調査区の部位別K含量


